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（訂正）「平成 23 年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）」の 

一部訂正に関するお知らせ 

 

平成 22 年 11 月４日 13：00 に開示いたしました「平成 23 年３月期 第２四半期決算短信〔日本

基準〕（非連結）」に一部訂正がありましたので、謹んでお詫び申し上げますとともにお知らせい

たします。 

 

記 

 

１．訂正の内容 

「平成 23 年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）」において、添付資料Ｐ１～

Ｐ４及びＰ10～Ｐ13 に第１四半期の情報が記載されていましたので、以下の訂正をするもので

あります。 

 

 



２．訂正箇所 

（訂正前）Ｐ１～４、Ｐ10～Ｐ13 
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１．当四半期の業績等に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する定性的情報 

  ①当第１四半期の経営成績 

 金 額 前年同四半期増減率 

売 上 高  26,327百万円  16.4％ 

営 業 利 益   915百万円  96.4％ 

経 常 利 益    898百万円  85.7％ 

四半期純利益   464百万円 212.8％ 

当第１四半期会計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）におけるわが国経

済は、欧州の財政危機や厳しい雇用情勢の影響により、先行きに不透明感が残ったも

のの、政府による緊急経済対策の効果や新興国の需要拡大を背景に、景気の持ち直し

傾向が続きました。 

国内製造業を中心としたモノづくり現場においては、欧州経済の悪化懸念や所得環

境の低迷による個人消費の伸び悩み等の影響により、一部に設備投資に対する慎重な

姿勢がみられたものの、中国を中心としたアジア経済の旺盛な需要に支えられ、生産

稼働率は上昇し、輸出型企業を中心に収益の改善が続きました。 

このような環境下で当社は、少量多品種・多頻度の商品ニーズに的確にお応えする

ため、取扱商品の拡充、戦略的な在庫アイテムの増強、電子商取引の推進等、お客様

の利便性を高める営業活動を展開しました。 

その結果、当第１四半期会計期間における全体の売上高は263億27百万円（前年同四

半期比16.4％増）となりました。 

利益面につきましては、利益率の高いプライベート・ブランド商品の占有率が低下

し、また、販売店様に自動受注システムの利用に応じて、通常より更に上乗せしたリ

ベートを還元する販売キャンペーンを実施した影響により、売上総利益率が20.5％と

前年同四半期に比べ0.9％低下し、売上総利益は５億66百万円増加の53億97百万円（前

年同四半期比11.7％増）となりました。 

販売費及び一般管理費は、物流体制の変更による運賃及び荷造費の増加並びに業績

の回復に伴う時間外労働時間の増加による人件費等の増加の影響により、44億81百万

円（前年同四半期比2.7％増）となりました。 

以上の結果により、営業利益は９億15百万円（前年同四半期比96.4％増）、経常利

益は８億98百万円（前年同四半期比85.7％増）となり、四半期純利益は４億64百万円

（前年同四半期比212.8％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



  ②ルート別売上高の状況 

当 第 １ 四 半 期 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

期 別 

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

ファクトリールート 

百万円

23,749

％

90.2

ホームセンタールート 2,551 9.7

そ の 他 27 0.1

合 計 26,327 100.0

（注）「セグメント情報等に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年３月 27

日）におけるマネジメント・アプローチの採用に伴い、当事業年度のセグメント別

の数値につきましては、前事業年度まで表示していたワーカーズルートをファクト

リールートに含めて表示しています。また、前事業年度までＨＣルートと表示して

いたルートをホームセンタールートと表示しています。 

１）ファクトリールート（製造業、建設関連業等向け卸売） 

国内製造業における生産活動がアジア向け輸出を中心に回復傾向で推移する中で、

当社に優位性のある少量多品種・多頻度の商品ニーズに確実にお応えするため、在

庫アイテムの拡充や電子商取引システムの浸透等に取り組みました。 

２）ホームセンタールート（ホームセンター向け販売） 

建設投資が低調に推移する市場環境の中で、“ＰＲＯ ＴＯＯＬ”に特化した商品提

案を中心とした積極的な営業活動の強化に努めました。 

 

（２）財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

（資産） 

資産合計は、前事業年度末に比べ29億85百万円減少の857億１百万円（前事業年度末

比3.4％減）となりました。主な要因は、現金及び預金が59億17百万円、売掛金が21億

33百万円それぞれ減少したこと及び商品が３億40百万円、有形固定資産が50億89百万

円それぞれ増加したことによるものです。 

（負債） 

負債合計は、前事業年度末に比べ30億80百万円減少の120億52百万円（前事業年度末

比20.4％減）となりました。主な要因は、買掛金が16億71百万円、未払金が１億29百

万円及び未払法人税等が９億79百万円それぞれ減少したことによるものです。 

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末に比べ94百万円増加の736億49百万円（前事業年度末比

0.1％増）となりました。主な要因は、利益剰余金が当四半期純利益４億64百万円の計

上により増加し、期末配当金３億29百万円の支払により減少したことによるものです。

なお、自己資本比率は前事業年度末の82.9％から85.9％となりました。 



②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億２百万円の支出となりました。主な

要因は、税引前四半期純利益８億96百万円、減価償却費６億30百万円、売上債権の

減少21億33百万円の収入に対し、商品の増加３億40百万円、仕入債務の減少16億71

百万円、法人税等の支払額10億74百万円となったことによる支出の差額です。 

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、東京本社及び広島支店の移転用地取得に

よる有形固定資産の取得等が主な要因となり、53億83百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払等により３億30百万円の支出

となりました。 

以上の結果、当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事

業年度末に比べ59億17百万円減少の118億95百万円となりました。 

 

（３）業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、平成22年５月７日発表の数値に変更はありません。 

 

２．その他の情報 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18

号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。これにより営業利

益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ８百万円減少しています。 

 

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（５）セグメント情報 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を

行う対象となっているものです。当社は、販売ルート別のセグメントから構成されて

おり、製造業、建設関連業等向け卸売の「ファクトリールート」及びホームセンター

向け販売の「ホームセンタールート」の２つのルートを報告セグメントとしています。 

 

②報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失に関する情報 

 当第１四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント  

ファクトリールート ホームセンタールート 計 
その他 合計 

売上高 

外部顧客への売上高 23,749 2,551 26,300

 

27 26,327

セグメント利益又は損失（△） 939 △55 883 15 898

（注）１．「その他」セグメントには、報告セグメントに含まれない通販企業向け販

売等の事業セグメントを含んでいます。 

   ２．「セグメント利益又は損失（△）」は、経常利益を表示しています。 

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企

業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用

しています。 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．補足情報 

（１）経営管理上重要な指標の推移 

第46期 第47期 第48期 
 

 
第１四半期

累計期間 

第１四半期

累計期間 

第１四半期 

累計期間 

第47期 

売 上 高（百万円） 32,260 22,612 26,327 99,201

営 業 利 益（百万円） 2,004 466 915 3,745

経 常 利 益（百万円） 2,016 483 898 3,665

四半期（当期）純利益（百万円） 1,077 148 464 1,607

１株当たり四半期(当期）純利益 32円67銭 ４円50銭 14 円 08 銭 48円75銭

総 資 産（百万円） 84,255 82,412 85,701 88,687

純 資 産（百万円） 70,773 72,296 73,649 73,554

１株当たり純資産額 2,145円75銭 2,191円94銭 2,233円02銭 2,230円15銭

 

（２）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

  該当事項はありません。 

 

②仕入実績 

（商品分類別仕入高の状況） 

 

 

 

 

当第１四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

切 削 工 具 

百万円

1,059

％

29.9

生産加工用品 1,969 28.7

工 事 用 品 2,189 21.6

作 業 用 品 4,446 23.3

ハンドツール 3,861 27.9

環境安全用品 2,662 1.3

物流保管用品 2,580 25.1

研究管理用品 840 27.5

オフィス住設用品 1,632 21.6

そ の 他 27 △56.3

合 計 21,270 21.3



③販売実績 

（商品分類別売上高の状況） 

当第１四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

 

切 削 工 具 

百万円

1,388

％

41.9

生産加工用品 2,305 22.7

工 事 用 品 2,700 15.3

作 業 用 品 5,612 15.9

ハンドツール 4,660 17.7

環境安全用品 3,222 △0.6

物流保管用品 3,260 21.6

研究管理用品 1,088 24.4

オフィス住設用品 2,047 18.8

そ の 他 40 △53.7

合 計 26,327 16.4

 

【参考情報】 

（ブロック別売上高の状況）         （ルート別売上高の詳細） 

当第１四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

当第１四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

期 別

 

 

ブロック別 金 額 前年同四半期比

期 別

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

北海道・東北ブロック

百万円

2,486

％

14.3 ファクトリールート

百万円 

23,749 

％

90.2

北関東ブロック 2,913 19.2 機械工具商 13,863 52.7

首都圏ブロック 4,250 11.0 溶接材料商 3,012 11.4

南関東ブロック 1,770 18.2 その他の製造業関連 3,179 12.1

中部ブロック 4,415 24.6 建設関連 3,694 14.0

関西ブロック 5,218 16.9 ホームセンタールート 2,551 9.7

中国・四国ブロック 2,592 14.1 そ の 他 27 0.1

九州ブロック 2,458 10.1 合 計 26,327 100.0

そ の 他 221 44.5  

合 計 26,327 16.4  

 

 

 



（３）設備投資、減価償却費、研究開発費の実績値・予想値 

当第１四半期の設備投資及び減価償却費の実績値及び予想値は以下のとおりです。

なお、研究開発費の実績値及び予想値は該当事項がありません。 

投資額（百万円）物件名 

（所在地） 
設備の内容 

実績値 予想値 

千葉支店 

（千葉県市原市） 
建物建築 － 350

プラネット東関東 

ロータリーストッカー 

（千葉県松戸市） 

機械取得 14 －

東京本社用地 

（東京都港区） 
土地取得 4,931 －

名古屋支店ビル 

（名古屋市中村区） 
土地建物取得 － 1,251

プラネット神戸 

ロータリーストッカー 

（神戸市中央区） 

機械取得 18 －

姫路支店 

（兵庫県姫路市） 
建物建築 － 300

広島支店用地 

（広島市西区） 
土地取得 516 －

 

 科目 当第１四半期実績値 当事業年度予想値

減価償却費 
百万円

617

百万円

2,355



（訂正後）Ｐ１～４、Ｐ10～Ｐ13 
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１.当四半期の業績等に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する定性的情報 

①当第２四半期累計期間の経営成績 

 金 額 前年同四半期増減率 

売 上 高  54,121 百万円  18.3％ 

営 業 利 益  2,216 百万円  75.7％ 

経 常 利 益  2,168 百万円  72.6％ 

四半期純利益  1,206 百万円 122.7％ 

当第２四半期累計期間（平成 22 年４月１日～平成 22 年９月 30 日）におけるわが国

経済は、欧米諸国の景気減速懸念や急激な円高の進行により、先行きに不透明感が残

ったものの、新興国の需要拡大を背景に、景気の持ち直し傾向が続きました。 

国内製造業を中心としたモノづくり現場においては、設備投資の本格回復には至ら

なかったものの、中国を中心としたアジア経済の旺盛な需要に支えられ、輸出型企業

を中心に生産稼働率の上昇が続きました。このような環境下で当社は、少量多品種・

多頻度の商品ニーズに的確にお応えするため、取扱商品の拡充、戦略的な在庫アイテ

ムの増強、電子商取引の推進等、お客様の利便性を高める営業活動を展開しました。 

その結果、当第２四半期累計期間における全体の売上高は 541 億 21 百万円（前年同

四半期比 18.3％増）となりました。 

利益面につきましては、国内製造業各社が原価低減の動きを一段と強めたことや利益

率の高いプライベート・ブランド商品の占有率が低下した影響により、売上総利益率は

20.5％と前事業年度に比べ 0.8％低下しましたが、売上高の増加により、売上総利益は

13 億 38 百万円増の 110 億 97 百万円（前年同四半期比 13.7％増）となりました。 

一方、販売費及び一般管理費は、業績の回復に伴う達成報奨金の支給及び時間外労

働時間の増加による人件費の増加、プライベート・ブランド商品の市場認知度を高め

るために、ＴＶコマーシャルを再開したことによる広告宣伝費の増加等の影響により、

88 億 80 百万円（前年同四半期比 4.5％増）となりました。 

以上の結果により、営業利益は 22 億 16 百万円（前年同四半期比 75.7％増）、経常

利益は 21 億 68 百万円（前年同四半期比 72.6％増）となり、四半期純利益は、12 億６

百万円（前年同四半期比 122.7％増）となりました。 

   また、日本国内で長年培った当社の強みを生かし、タイ国においても事業化が見込

めるとの判断から、平成 22 年９月３日に、初の現地法人となるプロツールナカヤマ（タ

イ）株式会社を設立しました。なお、同社の資産、売上高、損益、利益剰余金が、連

結の範囲から除いても、当社の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいため、非連結子会社としています。 

 

 

 

 

 



②ルート別売上高の状況 

当第２四半期累計期間 

自 平成 22 年４月 １日 

至 平成 22 年９月 30 日 

         期 別 

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

ファクトリールート 

百万円

48,988

％

90.5

ホームセンタールート 5,077 9.4

そ の 他 55 0.1

合 計 54,121 100.0

（注）「セグメント情報等に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年３月 27

日）におけるマネジメント・アプローチの採用に伴い、当事業年度のセグメント別

の数値につきましては、前事業年度まで表示していたワーカーズルートをファクト

リールートに含めて表示しています。また、前事業年度までＨＣルートと表示して

いたルートをホームセンタールートと表示しています。 

１）ファクトリールート（製造業、建設関連業等向け卸売） 

国内製造業における生産活動が内需拡大の続くアジア向け輸出を中心に回復傾向

で推移する中で、当社に優位性のある少量多品種・多頻度の商品ニーズに確実にお

応えするため、在庫アイテムの拡充や電子商取引システムの推進等に取り組みまし

た。 

２）ホームセンタールート（ホームセンター向け販売） 

建設投資が低調に推移する市場環境の中で、プライベート・ブランド商品の提案

を中心とした積極的な営業活動の強化に努めました。 

 

（２）財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

（資産） 

資産合計は、前事業年度末に比べ10億50百万円減少の876億36百万円（前事業年度末

比1.2％減）となりました。主な要因は、現金及び預金が53億65百万円、売掛金が17億

96百万円それぞれ減少したこと及び商品が２億56百万円、有形固定資産が60億53百万

円それぞれ増加したことによるものです。 

（負債） 

負債合計は、前事業年度末に比べ18億73百万円減少の132億58百万円（前事業年度末

比12.4％減）となりました。主な要因は、買掛金が14億７百万円、未払金が４億85百

万円それぞれ減少したことによるものです。 

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末に比べ８億22百万円増加の743億77百万円（前事業年度

末比1.1％増）となりました。主な要因は、利益剰余金が当四半期純利益12億６百万円

の計上により増加し、期末配当金３億29百万円の支払により減少したことによるもの



です。なお、自己資本比率は前事業年度末の82.9％から84.9％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間末のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、19億58百万円の収入となりました。主な

要因は、税引前四半期純利益21億53百万円、減価償却費12億53百万円、売上債権の

減少17億79百万円の収入に対し、商品の増加２億56百万円、仕入債務の減少14億７

百万円、法人税等の支払額10億75百万円となったことによる支出の差額です。 

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、東京本社及び広島支店の移転用地並びに

名古屋支店ビル等、有形固定資産の取得による支出67億90百万円及び子会社の設立

に伴う関係会社株式の取得による支出１億39百万円が主な要因となり、69億92百万

円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払等により３億31百万円の支出

となりました。 

以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事

業年度末に比べ53億65百万円減少の124億47百万円となりました。 

 

（３）業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、平成 22 年５月７日発表の数値に変更はありません。 

 

２．その他の情報 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18

号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。これにより第２四

半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ 17 百万円減少

しています。 

 

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 



（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（５）セグメント情報 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を

行う対象となっているものです。当社は、販売ルート別のセグメントから構成されて

おり、製造業、建設関連業等向け卸売の「ファクトリールート」及びホームセンター

向け販売の「ホームセンタールート」の２つのルートを報告セグメントとしています。 

 

②報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失に関する情報 

 当第２四半期累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

 （単位：百万円） 

報告セグメント  

ファクトリールート ホームセンタールート 計 
その他 合計 

売上高 

外部顧客への売上高 48,988 5,077 54,066

 

55 54,121

セグメント利益又は損失（△） 2,255 △114 2,141 26 2,168

（注）１．「その他」セグメントには、報告セグメントに含まれない通販企業向け販

売等の事業セグメントを含んでいます。 

   ２．「セグメント利益又は損失（△）」は、経常利益を表示しています。 

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企

業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用

しています。 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．補足情報 

（１）経営管理上重要な指標の推移 

第46期 第47期 第48期 
 

 
第２四半期 

累計期間 

第２四半期 

累計期間 

第２四半期 

累計期間 

第47期 

売 上 高（百万円） 64,288 45,733 54,121 99,201

営業利益（百万円） 4,185 1,262 2,216 3,745

経 常 利 益（百万円） 4,183 1,256 2,168 3,665

四半期（当期）純利益（百万円） 2,281 541 1,206 1,607

１株当たり四半期(当期）純利益 69円16銭 16円42銭 36 円 57 銭 48円75銭

総 資 産（百万円） 86,967 83,581 87,636 88,687

純 資 産（百万円） 71,894 72,683 74,377 73,554

１株当たり純資産額 2,179円74銭 2,203円68銭 2,255円12銭 2,230円15銭

 

（２）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 該当事項はありません。 

  

②仕入実績 

（商品分類別仕入高の状況） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

切 削 工 具 

百万円

2,132

％

34.9

生産加工用品 4,024 29.7

工 事 用 品 4,444 24.2

作 業 用 品 9,002 22.6

ハンドツール 7,724 30.5

環境安全用品 5,587 16.1

物流保管用品 5,289 27.1

研究管理用品 1,740 25.6

オフィス住設用品 3,269 22.3

そ の 他 64 △49.6

合 計 43,279 24.8

 

 

 



③販売実績 

（商品分類別売上高の状況） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

 

切 削 工 具 

百万円

2,782

％

38.2

生産加工用品 4,719 23.6

工 事 用 品 5,532 17.1

作 業 用 品 11,378 14.5

ハンドツール 9,427 18.5

環境安全用品 7,141 12.5

物流保管用品 6,697 22.3

研究管理用品 2,232 20.8

オフィス住設用品 4,118 19.3

そ の 他 90 △43.0

合 計 54,121 18.3

 

【参考情報】 

（ブロック別売上高の状況）         （ルート別売上高の詳細） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別

 

 

ブロック別 金 額 前年同四半期比

期 別

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

北海道・東北ブロック

百万円

5,025

％

15.3 ファクトリールート

百万円 

48,988 

％

90.5

北関東ブロック 6,034 20.5 機械工具商 28,586 52.8

首都圏ブロック 8,625 12.5 溶接材料商 6,219 11.5

南関東ブロック 3,782 20.9 その他の製造業関連 6,676 12.3

中部ブロック 9,266 27.1 建設関連 7,505 13.9

関西ブロック 10,713 18.7 ホームセンタールート 5,077 9.4

中国・四国ブロック 5,257 15.0 そ の 他 55 0.1

九州ブロック 4,958 13.6 合 計 54,121 100.0

そ の 他 457 45.6  

合 計 54,121 18.3  

 

 

 



（３）設備投資、減価償却費、研究開発費の実績値・予想値 

当第２四半期累計期間の設備投資額、減価償却費の実績値及び予想値は以下のとお

りです。なお、研究開発費の実績値及び予想値は該当事項がありません。 

投資予定額（百万円） 物件名 

（所在地） 
設備の内容 

投資総額 既支払額 

千葉支店 

（千葉県市原市） 
建物建築 350 －  

プラネット東関東 

ロータリーストッカー 

（千葉県松戸市） 

機械取得 14 14 

東京本社用地 

（東京都港区） 
土地取得 4,931 4,931 

名古屋支店ビル 

（名古屋市中村区） 
土地建物取得 1,202 1,202 

プラネット大阪用地 

（大阪市城東区） 
土地取得 1,038 －  

プラネット神戸 

ロータリーストッカー 

（神戸市中央区） 

機械取得 18 18 

姫路支店 

（兵庫県姫路市） 
建物建築 300 105 

広島支店用地 

（広島市西区） 
土地取得 516 516 

プラネット九州 

ロータリーストッカー 

(福岡市博多区) 

機械取得 6 6 

 

科目 当第２四半期累計期間実績値 当事業年度予想値 

減価償却費 
百万円

1,226

百万円 

2,445 

   （注）当事業年度予想値は、第 1 四半期会計期間末以降に取得 

した固定資産の減価償却費を含めて表示しています。 
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1.  平成23年3月期第2四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 54,121 18.3 2,216 75.7 2,168 72.6 1,206 122.7
22年3月期第2四半期 45,733 △28.9 1,262 △69.8 1,256 △70.0 541 △76.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 36.57 ―

22年3月期第2四半期 16.42 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 87,636 74,377 84.9 2,255.12
22年3月期 88,687 73,554 82.9 2,230.15

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  74,377百万円 22年3月期  73,554百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00

23年3月期 ― 10.00

23年3月期 
（予想）

― 10.50 20.50

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 110,000 10.9 5,200 38.8 5,100 39.1 2,700 67.9 81.86

69182
テキストボックス
（訂正後資料）


80074
コーポレートマーク



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 33,004,372株 22年3月期  33,004,372株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  22,718株 22年3月期  22,406株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 32,981,819株 22年3月期2Q 32,983,133株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている事業見直し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいていますが、リスクや不確実
性を含んでいます。 
 よって、実際の業績は様々な要因により記述されている業績予想とは大きく異なる可能性もあります。 
 実際の業績予想に与え得る要因には、当社の事業を取り巻く経済環境、市場動向等が考えられます。 
 業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）４ページ「業績予想に関する定性
的情報」をご覧ください。 
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１.当四半期の業績等に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する定性的情報 

①当第２四半期累計期間の経営成績 

 金 額 前年同四半期増減率 

売 上 高  54,121 百万円  18.3％ 

営 業 利 益  2,216 百万円  75.7％ 

経 常 利 益  2,168 百万円  72.6％ 

四半期純利益  1,206 百万円 122.7％ 

当第２四半期累計期間（平成 22 年４月１日～平成 22 年９月 30 日）におけるわが国

経済は、欧米諸国の景気減速懸念や急激な円高の進行により、先行きに不透明感が残

ったものの、新興国の需要拡大を背景に、景気の持ち直し傾向が続きました。 

国内製造業を中心としたモノづくり現場においては、設備投資の本格回復には至ら

なかったものの、中国を中心としたアジア経済の旺盛な需要に支えられ、輸出型企業

を中心に生産稼働率の上昇が続きました。このような環境下で当社は、少量多品種・

多頻度の商品ニーズに的確にお応えするため、取扱商品の拡充、戦略的な在庫アイテ

ムの増強、電子商取引の推進等、お客様の利便性を高める営業活動を展開しました。 

その結果、当第２四半期累計期間における全体の売上高は 541 億 21 百万円（前年同

四半期比 18.3％増）となりました。 

利益面につきましては、国内製造業各社が原価低減の動きを一段と強めたことや利益

率の高いプライベート・ブランド商品の占有率が低下した影響により、売上総利益率は

20.5％と前事業年度に比べ 0.8％低下しましたが、売上高の増加により、売上総利益は

13 億 38 百万円増の 110 億 97 百万円（前年同四半期比 13.7％増）となりました。 

一方、販売費及び一般管理費は、業績の回復に伴う達成報奨金の支給及び時間外労

働時間の増加による人件費の増加、プライベート・ブランド商品の市場認知度を高め

るために、ＴＶコマーシャルを再開したことによる広告宣伝費の増加等の影響により、

88 億 80 百万円（前年同四半期比 4.5％増）となりました。 

以上の結果により、営業利益は 22 億 16 百万円（前年同四半期比 75.7％増）、経常

利益は 21 億 68 百万円（前年同四半期比 72.6％増）となり、四半期純利益は、12 億６

百万円（前年同四半期比 122.7％増）となりました。 

   また、日本国内で長年培った当社の強みを生かし、タイ国においても事業化が見込

めるとの判断から、平成 22 年９月３日に、初の現地法人となるプロツールナカヤマ（タ

イ）株式会社を設立しました。なお、同社の資産、売上高、損益、利益剰余金が、連

結の範囲から除いても、当社の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいため、非連結子会社としています。 
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②ルート別売上高の状況 

当第２四半期累計期間 

自 平成 22 年４月 １日 

至 平成 22 年９月 30 日 

         期 別 

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

ファクトリールート 

百万円

48,988

％

90.5

ホームセンタールート 5,077 9.4

そ の 他 55 0.1

合 計 54,121 100.0

（注）「セグメント情報等に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年３月 27

日）におけるマネジメント・アプローチの採用に伴い、当事業年度のセグメント別

の数値につきましては、前事業年度まで表示していたワーカーズルートをファクト

リールートに含めて表示しています。また、前事業年度までＨＣルートと表示して

いたルートをホームセンタールートと表示しています。 

１）ファクトリールート（製造業、建設関連業等向け卸売） 

国内製造業における生産活動が内需拡大の続くアジア向け輸出を中心に回復傾向

で推移する中で、当社に優位性のある少量多品種・多頻度の商品ニーズに確実にお

応えするため、在庫アイテムの拡充や電子商取引システムの推進等に取り組みまし

た。 

２）ホームセンタールート（ホームセンター向け販売） 

建設投資が低調に推移する市場環境の中で、プライベート・ブランド商品の提案

を中心とした積極的な営業活動の強化に努めました。 

 

（２）財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

（資産） 

資産合計は、前事業年度末に比べ10億50百万円減少の876億36百万円（前事業年度末

比1.2％減）となりました。主な要因は、現金及び預金が53億65百万円、売掛金が17億

96百万円それぞれ減少したこと及び商品が２億56百万円、有形固定資産が60億53百万

円それぞれ増加したことによるものです。 

（負債） 

負債合計は、前事業年度末に比べ18億73百万円減少の132億58百万円（前事業年度末

比12.4％減）となりました。主な要因は、買掛金が14億７百万円、未払金が４億85百

万円それぞれ減少したことによるものです。 

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末に比べ８億22百万円増加の743億77百万円（前事業年度

末比1.1％増）となりました。主な要因は、利益剰余金が当四半期純利益12億６百万円

の計上により増加し、期末配当金３億29百万円の支払により減少したことによるもの
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です。なお、自己資本比率は前事業年度末の82.9％から84.9％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間末のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、19億58百万円の収入となりました。主な

要因は、税引前四半期純利益21億53百万円、減価償却費12億53百万円、売上債権の

減少17億79百万円の収入に対し、商品の増加２億56百万円、仕入債務の減少14億７

百万円、法人税等の支払額10億75百万円となったことによる支出の差額です。 

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、東京本社及び広島支店の移転用地並びに

名古屋支店ビル等、有形固定資産の取得による支出67億90百万円及び子会社の設立

に伴う関係会社株式の取得による支出１億39百万円が主な要因となり、69億92百万

円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払等により３億31百万円の支出

となりました。 

以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事

業年度末に比べ53億65百万円減少の124億47百万円となりました。 

 

（３）業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、平成 22 年５月７日発表の数値に変更はありません。 

 

２．その他の情報 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18

号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。これにより第２四

半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ 17 百万円減少

しています。 

 

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

   該当事項はありません。 
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3. 四半期財務諸表 
(1) 四半期貸借対照表 

(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,447 17,812

売掛金 13,320 15,117

商品 16,481 16,225

繰延税金資産 708 710

その他 458 282

貸倒引当金 △9 △5

流動資産合計 43,409 50,144

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 16,788 16,773

工具、器具及び備品（純額） 622 714

土地 22,467 16,351

建設仮勘定 109 53

その他（純額） 830 872

有形固定資産合計 40,818 34,765

無形固定資産   

ソフトウエア 1,385 1,857

その他 17 18

無形固定資産合計 1,403 1,875

投資その他の資産   

投資有価証券 895 986

再評価に係る繰延税金資産 127 127

その他 1,041 829

貸倒引当金 △59 △41

投資その他の資産合計 2,005 1,901

固定資産合計 44,227 38,542

資産合計 87,636 88,687
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(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,432 9,840

未払金 950 1,436

未払費用 138 134

未払法人税等 1,005 1,111

賞与引当金 938 761

役員賞与引当金 13 －

その他 189 316

流動負債合計 11,668 13,599

固定負債   

役員退職慰労引当金 166 166

その他 1,424 1,366

固定負債合計 1,590 1,532

負債合計 13,258 15,132

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,022 5,022

資本剰余金 4,709 4,709

利益剰余金 65,745 64,869

自己株式 △42 △42

株主資本合計 75,435 74,559

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 58 111

土地再評価差額金 △1,116 △1,116

評価・換算差額等合計 △1,057 △1,004

純資産合計 74,377 73,554

負債純資産合計 87,636 88,687

トラスコ中山㈱（9830）平成23年３月期　第２四半期決算短信（非連結）

6



(2) 四半期損益計算書 
【第２四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 45,733 54,121

売上原価 35,974 43,023

売上総利益 9,758 11,097

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 1,098 1,143

役員報酬 107 113

給料及び賞与 2,745 2,917

賞与引当金繰入額 930 938

福利厚生費 579 584

通信費 181 179

減価償却費 1,203 1,226

借地借家料 245 223

その他 1,405 1,553

販売費及び一般管理費合計 8,496 8,880

営業利益 1,262 2,216

営業外収益   

受取利息 7 7

受取配当金 6 6

仕入割引 401 495

その他 118 106

営業外収益合計 533 616

営業外費用   

売上割引 488 596

その他 50 69

営業外費用合計 539 665

経常利益 1,256 2,168

特別利益   

固定資産売却益 53 －

特別利益合計 53 －

特別損失   

固定資産除却損 56 12

固定資産売却損 71 －

その他 0 2

特別損失合計 128 14

税引前四半期純利益 1,181 2,153

法人税、住民税及び事業税 543 955

法人税等調整額 96 △8

法人税等合計 639 947

四半期純利益 541 1,206
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【第２四半期会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 23,120 27,793

売上原価 18,193 22,093

売上総利益 4,927 5,700

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 546 571

役員報酬 53 56

給料及び賞与 1,359 1,443

賞与引当金繰入額 458 466

福利厚生費 285 284

通信費 87 87

減価償却費 602 609

借地借家料 115 109

その他 622 769

販売費及び一般管理費合計 4,131 4,399

営業利益 795 1,300

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 0 0

仕入割引 191 243

その他 55 55

営業外収益合計 251 304

営業外費用   

売上割引 239 293

その他 35 42

営業外費用合計 275 336

経常利益 772 1,268

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 48 10

固定資産売却損 4 －

その他 0 1

特別損失合計 52 12

税引前四半期純利益 719 1,256

法人税、住民税及び事業税 517 854

法人税等調整額 △190 △339

法人税等合計 326 515

四半期純利益 393 741
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 1,181 2,153

減価償却費 1,215 1,253

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 22

受取利息及び受取配当金 △14 △14

有形固定資産除売却損益（△は益） 55 5

売上債権の増減額（△は増加） 1,267 1,779

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,287 △256

仕入債務の増減額（△は減少） △1,543 △1,407

未払消費税等の増減額（△は減少） 332 △153

その他 △587 △358

小計 3,203 3,024

利息及び配当金の受取額 10 9

法人税等の支払額 △778 △1,075

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,435 1,958

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,723 △6,790

有形固定資産の売却による収入 324 －

無形固定資産の取得による支出 △51 △63

投資有価証券の取得による支出 △100 －

投資有価証券の償還による収入 100 －

関係会社株式の取得による支出 － △139

その他 48 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,401 △6,992

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の処分による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △297 △330

財務活動によるキャッシュ・フロー △298 △331

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 734 △5,365

現金及び現金同等物の期首残高 12,975 17,812

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,710 12,447
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（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（５）セグメント情報 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を

行う対象となっているものです。当社は、販売ルート別のセグメントから構成されて

おり、製造業、建設関連業等向け卸売の「ファクトリールート」及びホームセンター

向け販売の「ホームセンタールート」の２つのルートを報告セグメントとしています。 

 

②報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失に関する情報 

 当第２四半期累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

 （単位：百万円） 

報告セグメント  

ファクトリールート ホームセンタールート 計 
その他 合計 

売上高 

外部顧客への売上高 48,988 5,077 54,066

 

55 54,121

セグメント利益又は損失（△） 2,255 △114 2,141 26 2,168

（注）１．「その他」セグメントには、報告セグメントに含まれない通販企業向け販

売等の事業セグメントを含んでいます。 

   ２．「セグメント利益又は損失（△）」は、経常利益を表示しています。 

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企

業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用

しています。 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 
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４．補足情報 

（１）経営管理上重要な指標の推移 

第46期 第47期 第48期 
 

 
第２四半期 

累計期間 

第２四半期 

累計期間 

第２四半期 

累計期間 

第47期 

売 上 高（百万円） 64,288 45,733 54,121 99,201

営業利益（百万円） 4,185 1,262 2,216 3,745

経 常 利 益（百万円） 4,183 1,256 2,168 3,665

四半期（当期）純利益（百万円） 2,281 541 1,206 1,607

１株当たり四半期(当期）純利益 69円16銭 16円42銭 36 円 57 銭 48円75銭

総 資 産（百万円） 86,967 83,581 87,636 88,687

純 資 産（百万円） 71,894 72,683 74,377 73,554

１株当たり純資産額 2,179円74銭 2,203円68銭 2,255円12銭 2,230円15銭

 

（２）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 該当事項はありません。 

  

②仕入実績 

（商品分類別仕入高の状況） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

切 削 工 具 

百万円

2,132

％

34.9

生産加工用品 4,024 29.7

工 事 用 品 4,444 24.2

作 業 用 品 9,002 22.6

ハンドツール 7,724 30.5

環境安全用品 5,587 16.1

物流保管用品 5,289 27.1

研究管理用品 1,740 25.6

オフィス住設用品 3,269 22.3

そ の 他 64 △49.6

合 計 43,279 24.8
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③販売実績 

（商品分類別売上高の状況） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別 

 

 

商品分類別 金   額 前年同四半期比

 

切 削 工 具 

百万円

2,782

％

38.2

生産加工用品 4,719 23.6

工 事 用 品 5,532 17.1

作 業 用 品 11,378 14.5

ハンドツール 9,427 18.5

環境安全用品 7,141 12.5

物流保管用品 6,697 22.3

研究管理用品 2,232 20.8

オフィス住設用品 4,118 19.3

そ の 他 90 △43.0

合 計 54,121 18.3

 

【参考情報】 

（ブロック別売上高の状況）         （ルート別売上高の詳細） 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

当第２四半期累計期間 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日 

期 別

 

 

ブロック別 金 額 前年同四半期比

期 別

 

 

ルート別 金 額 構成比 

 

北海道・東北ブロック

百万円

5,025

％

15.3 ファクトリールート

百万円 

48,988 

％

90.5

北関東ブロック 6,034 20.5 機械工具商 28,586 52.8

首都圏ブロック 8,625 12.5 溶接材料商 6,219 11.5

南関東ブロック 3,782 20.9 その他の製造業関連 6,676 12.3

中部ブロック 9,266 27.1 建設関連 7,505 13.9

関西ブロック 10,713 18.7 ホームセンタールート 5,077 9.4

中国・四国ブロック 5,257 15.0 そ の 他 55 0.1

九州ブロック 4,958 13.6 合 計 54,121 100.0

そ の 他 457 45.6  

合 計 54,121 18.3  
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（３）設備投資、減価償却費、研究開発費の実績値・予想値 

当第２四半期累計期間の設備投資額、減価償却費の実績値及び予想値は以下のとお

りです。なお、研究開発費の実績値及び予想値は該当事項がありません。 

投資予定額（百万円） 物件名 

（所在地） 
設備の内容 

投資総額 既支払額 

千葉支店 

（千葉県市原市） 
建物建築 350 －  

プラネット東関東 

ロータリーストッカー 

（千葉県松戸市） 

機械取得 14 14 

東京本社用地 

（東京都港区） 
土地取得 4,931 4,931 

名古屋支店ビル 

（名古屋市中村区） 
土地建物取得 1,202 1,202 

プラネット大阪用地 

（大阪市城東区） 
土地取得 1,038 －  

プラネット神戸 

ロータリーストッカー 

（神戸市中央区） 

機械取得 18 18 

姫路支店 

（兵庫県姫路市） 
建物建築 300 105 

広島支店用地 

（広島市西区） 
土地取得 516 516 

プラネット九州 

ロータリーストッカー 

(福岡市博多区) 

機械取得 6 6 

 

科目 当第２四半期累計期間実績値 当事業年度予想値 

減価償却費 
百万円

1,226

百万円 

2,445 

   （注）当事業年度予想値は、第 1 四半期会計期間末以降に取得 

した固定資産の減価償却費を含めて表示しています。 
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